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研究成果の概要（和文）：社会的需要を背景に、大学教養課程での中国語学習者が増大してい

るが、中国語の言語学的特色、授業時間数の制約から、学習者が望む言語能力の習得はなお未

達成である。本研究は、この課題に応えるべく構想、開発された e-Learning 活用中国語教育プ

ラン＆システム“游”の使用成果を基礎に、自律的な学習能力をもつ意欲的な学習主体の創造、

学習状況に基づく教員と学習者の相互啓発による双方向性教育を可能とする学習情報活用型教

育法と、それを実現するためのシステムを構築した。 

研究成果の概要（英文）：：：：Due to high social demand, the number of students learning Chinese 

via university academic courses is increasing, but due to the linguistic characteristics 

of the Chinese language and constraints on the amount of class time, the students are 

not able to obtain the linguistic abilities they desire. Based on the results of using 

e-Learning Chinese language education plan and system “游” (Yóu) that was planned and 

developed to meet this challenge, the research made it possible to foster  aspiring 

students with learning ability of learner autonomy and create an educational method 

utilizing the information of each learner’s progress and achievement which enables 

interactive education through mutual enlightenment between the teacher and student, and 

establish the system to actualize these purposes. 
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2009 年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

2010 年度 2,900,000 870,000 3,770,000 
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総 計 13,400,000 4,020,000 17,420,000 
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１． 研究開始当初の背景 
（１）中国語をめぐる需要増大と教育課題 
中国の国際的影響力の増大に伴い、第二の
国際言語として、中国語の需要が高まる中、
日本でも大学教養課程の中国語履修者が

急速に増大した。しかし、少ない授業時間数、
習得課題の多さ、中国語の言語学的特徴等か
ら、教養課程の学習では、社会と履修者が求
めるコミュニケーション言語としての習得
目標を達成しがたく、効果的、効率的な教育
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改善が求められていた。 
（２）研究動機 
申請者は、大学教養課程の中国語教育の改
善の為に、ICT 活用教育の補助効果に注目
して、平成 12 年度より e-Learning を補助
ツールとする独自の中国語教育法の構築
に着手し、複数の自習支援システム（ex.
日本学術振興会研究成果公開促進費『中国
語音声教育 DB システム』、第 10 回私立大
学情報教育協会情報教育方法研究会奨励
賞受賞 2002）を開発し、これを基盤に学習
活動を重視する e-Learning 活用、基礎力
活用型中国語教育プラン＆システム“游”
を開発し、平成 19 年度より運用に入った
（平成 18年度文部科学省現代 GP取組事業
採択「進化する教養教育と国際化新人材の
育成―基礎力活用によるコミュニケーシ
ョン能力育成展開プラン“游”（Yóu）」）。
本研究では、“游”教育システムの運用に
より得られる学習情報を基に、学習者本位
のより効果的な教育成果を生み出せる教
授法、システムの構築を意図した。 
 
２．研究の目的 

教養中国語教育の改善、達成度の向上を目

指す“游”教育システムの運用（正課授業、

実験授業）を通して、より効果的な授業プ

ラン、新規システムの構築を考察し、これ

により学習活動を重視する教育法、自律的

学習能力をもつ積極的、意欲的な学習主体

の創出、学習者と教師の相互啓発的な双方

向性教育を実現できる教授法、教育システ

ムの構築、開発を図ることを目的とした。 

（１）研究基盤 

“游”教育プラン＆システムは、教養中国語

教育の基本課題に応える為、視覚情報を活用

し、短期間に、確実に、効率的、効果的に基

礎力の習得を目指す独自の音声教育、これと

緊密に連係した文法学習、並びに学習者の個

的状況（レベル、関心、習得度）に即して習

得を補助するエンドユーザ能動型システム

を備えている。本研究は、“游”システムに

蓄積される学習情報（学習履歴）を基盤に、

学習者と教員、それぞれがより効果的な学習

と教育を実現できる教育法とその為のシス

テムの構築を目指した。 

（２）達成目標 

①視覚情報を活用した精度の高い音声学習

と教育法の検証、確立、②音声との有機的連

係による発音・語彙・文法学習を実現できる

教育法の検証、確立、③教育理論に基づくシ

ステムの開発、を具体的な達成目標とした。 

３．研究の方法 

目的達成の為、本研究は、“游”の使用実

績より入手される学習者の学習情報（学習履

歴）、授業内使用、実験授業により取得され

る教育実践の効果、学習者の使用反応（アン

ケート）等の情報源に見出される問題、状況

等を基に、達成課題を抽出し、その改善と発

展、進化を考察した。 

（１）教育実験 

教授法、システム運用法について、多角的に

考察する為に実験授業を行った。①実験 1：

2009 年度実施。中国語未習学生を対象とする

集中実験授業（教授法、システム利用法の違

いによる 4 クラス 34 名 7 回、継続者による

持続クラス 6名 15 回、初級文法・発音）、既

習者を対象とする実験授業（基礎会話 5 名 6

回、講読 7 名 6 回）を行い、WEB 利用、学習

要素(音声、文法、語彙等)の構成による到達

度の相違、視覚情報を活用した音声教育が習

得度、習得速度、学習意欲に与える効果、教

授法を考察した。②実験 2：2010 年度実施。

前期中国語履修 1年次生を対象とする 8月実

施実験授業（教授法、システム利用法の違い

による発音学習、文法学習各 2 クラス計 49

名 5 回）、履修歴 1 年の 2 年次生を対象とす

る 2 月実施実験授業（基礎会話 1 クラス 10

名 5 回）を行い、音声教育を基盤とする WEB

利用が各学習構成要素(音声、文法、語彙等)

に与える影響、効果等について、到達度、学

習意欲等の項目を対象に考察した。 

（２）授業運用 

学習者の個別状況に対応した個人練習

（CALL）と机間巡視による集合練習を組合せ

たブレンディッド型授業の有効性、音声教育

と語彙力増強、文法・文章学習との連係学習

に対する実験授業の成果を考察した。 

（３）理論研究 

音声学、言語学、認知脳科学、英語教育、第

二言語習得論等における先進的な教育研究

法、実践的効果について理解し、中国語教育

との相違を比較し、効果的な中国語教育を実

現する為の理論を構築し、実験を通してこれ

を再考、検証した。特に、教員の経験知に頼

りがちな教材内容、教材の提示法、教授法に

ついて、学習学の成果に着目し、考察した。 

（４） 履歴の分析 

履歴情報とアンケート結果を比較し、学習者

の主観的認識と客観的認識を対比し、弱点と

その原因を考察、分析した。 

（５）アンケート調査 

学習対象の興味の所在、有効性、満足度、教

師の教育実践による感想、課題等を理解する

為、システムの使用方法、使用頻度、感想等

について、アンケート調査（正課授業 3 回、

各実験授業）を行い、システム利用と成積と



の相関関係を考察した。 

（６）研究交流 

e－Learning 活用教育に遅れをとる日本の

状況を踏まえ、国内のみならず、国外の中

国語教育、ICT 活用教育研究から新成果を

汲み取り、学術上の啓発を得ると共に、本

研究の成果を公表し、その交流成果を研究

に反映する方法を取り入れた。 

４．研究成果 

正課授業、実験授業における“游”システ

ムの使用効果、学習履歴、アンケート等を

分析し、学習意欲を向上させる教材、教授

法、演習問題、採点とアドバイスの提示法

について、問題点、課題を析出し、改善策

を検討し、最終年度に、研究過程全体の成

果を反映した教育法とこれを実現できる

システムを開発した。 

（１）教育法の進化、発展 

文法知識の伝達に重点を置く教育法から、

基礎音声学習（正しい発音と聴力の基礎）、

発音と文法（平易な文法と文構成力）、語彙

学習（語彙力増強）を有機的に連係する教

育法の進化と、それを実現するエンドユー

ザ能動型学習システムの開発により、新し

い中国語習得スタイルと学習者の学習状況

に配慮した教育方法を追求し構築した。 

①基本音声学習：単音節孤立語、声調言語、

表意文字（漢字）を用いる中国語は、表音

言語とは異なる固有の教育方法が求めら

れる。その為、声調言語等、音声的特徴に

ついての先行研究、教育実践は少なくない

が、個別的な発音教育を課題とするものが

多く、音声教育を基盤として文法学習を系

統的に構築する総合的な基礎教育法、及び

e－Learning を活用した双方向性教育法等

は、あまり見られない。本研究では、中国

語の言語学的特徴と学習者の学習特徴に

即した音声教育法を基盤に、e－Learning

を活用した系統的、総合的な教育方法の構

築を目指した。具体的には、母語日本語と

中国語の音声学的相違、視覚情報の活用を

特色とする独自の声調教育法（図１）に、

発話と聞き取り、個人と集合練習を組合せ

た協働学習（図 2）を加えた教授法（授業

運営法）を構築し、“游”独自の音声学習

法を進化させ、その成果を実験授業１によ

り検証した。表１は、検証した結果の一部

である。 

 
図１ 声調符号自動音声化練習 

 

図 2“気づき”による協働学習（個人と集合の相

互啓発）リレー式音読練習により、個人と集合が

それぞれ間違いに“気づき”、自己矯正できる自律

的能力の育成を目指す耳と口の緊密な練習 

表１ 実験授業最終日の聞き取り試験の結果 

 

声調符号自動音声化を基盤とする“游”方式

の声調教育、発話と聞き取りを組合せた協働

学習を多く行った午前班（11 人）は、声調練

習に意欲的で自習実施率が高く、最終テスト

で声調の連続により聞き分けが難しい 4音節

でも正解率 100％を示し、声調学習、協働学

習を特化しなかった午後班（9人）に比べて、

聞き取り力の向上が顕著であった。詳細は本

報告書雑誌論文②（学術賞受賞）参照。 

②発音・語彙・文法の有機的連係学習：単音

節孤立語、表意文字の使用により、中国語は

１文字、１単語の習得にも文字、意味、音声、

音声の表記法ピンイン（ローマ字綴り＋声調

符号の複合表記）を記憶しなければならず、

初学者に対する学習負荷が大きい。負荷を軽

減し、効果的、効率的な学習を実現する為に、

近年英語学習で注目される認知脳科学の記

憶理論に基づく教育法（メンタルレキシコ

ン）に着目し、英語教育の成果を吸収しなが

ら、表音語系の研究では明確ではなかった漢

字の特性（意味と音声）について考察を深め、

中国語の特徴に即した理論構築を図り、正し

い発音基礎力の上に語彙力の増強、文法力と

連係した文構造の習得に至る総合力の養成

を図る方法論の構築を目指した。 

図 1、2 を基盤に図 3 を構築する授業学習

カラー遷移矢印,声調

波形表示機能（強

弱・緩急・高低），模

範音声とユーザ音声

の声調波形比較 



の方法論について、前述の実験授業 2で成

果を検証した（表 2）。最終日に、聞き取り、

並べ替え、穴埋め、和文中訳、中文和訳 6

種類、各 5 題の試験を実施した。成績は、

学習者の学習活動を基盤として、教師の発

話を縮小し、自力矯正を促し、教師による

講義（知識伝授）、学習者拝聴の授業形態

を避けた“游”方式の実験班の成績が上位

を占めた。平均点、点数配分は、実験班の

成績は 80 点台が多く、試験での達成度が

平均化し、中間層の育成成果を確認できた。

詳細は本報告書学会発表③参照。 

      

 

図 3学習者の音声練習を基盤とする文法学習 

表 2 実験授業最終日の試験成績（総合） 

 
    

（２）教育理論に基づくシステム開発 

①開発基盤：e－Learning システムを利用

し、学ぶ主体の為の教育を実現するには、

学び手を重視した双方向性機能が重要と

なる。その為に、授業内で教員と学習者を

結ぶ CALL 機能を活用し、授業外では、e－

Learning システムにより、学習者の学習状

況を把握し、学ぶ側と教える側が連係でき

る教育実践が求められる。“游”教育シス

テムは、この課題を達成する為に、視覚情

報を活用した授業同期型コンテンツの開

発、発音・語彙・文法の連係、発音、文法、

検定試験、それぞれに対応する多様な演習

問題（自動応答、自動生成と固定）を開発

した。本研究では、演習問題の運用データ

と、実験授業、正課授業での使用情報を基

に、より効果的な教育成果を得る為に、「到

達度テスト」と「誤答分析」を開発した。 

②到達度テスト：自習教材である授業準拠

演習問題は、ヒント、教科書、解答、解説

等を参照しながら問題を解くことができ

る。その為、自力での問題解決能力、達成

度、未習得課題（弱点）をより明確に知る為

に、テスト形式で習得度を図る「到達度テス

ト」を開発した。テストの実施回数は、基本

的に年 4 回を想定しているが、変更できる。

問題は、授業準拠演習問題と同じ出題形式

（四択問題）で、聞き取り（ピンイン・漢字）、

文法（語順、穴埋め）、翻訳（和文中訳・中

文和訳）、大問 6、小問 5～9 問、総問題数 40

～50 問になるように出題される。異なる授業

時間に行われる試験の不平等を防ぐ為に、各

小問に同じ学習ポイントを持ち、難易度の変

わらない問題を 50 問程度用意し、テストの

度に乱数で選択された問題が提示される。問

題はコンテンツ管理機能のアップロード、ダ

ウンロード機能により、簡単に追加、削除、

修正できる。実施結果は、自動採点され、テ

スト終了後、学生には、各自の得点、偏差値

が提示され、「詳細表示」で問題が提示され

る（図 4）。教員には、クラスの担当学生の得

点、偏差値、順位、問題ごとの正解率等の成

績情報、クラス全体の平均、試験を実施した

全クラスの平均等の統計情報が提示され、テ

スト結果の解説に使用できる。 

      
図 4 学生に提示されるテスト結果 

「到達度テスト」の結果分析により、学期期

間中の学習課題の習得度、学習上の苦手な点

が分かり、学生は定期試験等の試験対策、そ

の後の学習に役立て、教員はクラス、個人の

学習状況を知り、教育に役立てることができ

る。2011 年度後期に実施された 2クラス（Ａ・

Ｂ）の到達度テスト結果を対象に、定期試験

との関係から考察した結果、学習範囲が増え、

類似する語彙、表現の使い分け等により、学

習負荷が高まるに従い「到達度テスト」の平

均点が低下する現象が生じた。が、これが定

期試験の準備に対しては、刺激を与え、勉学

を促す積極的効果を生み出した。これにより、

試験範囲が広く（初級テキスト後半すべて）、

システムを使用した「到達度テスト」より、

複雑で難易度が高い記述式設問（文法ルール

を解説する）が多い後期期末試験の平均点が

上昇し、得点高位者が増えた（表 3、表 4）。

特に、B クラスの高得点の学生には、到達度

テストで自己の弱点を理解して、効率的に期

末試験準備に臨み、学習成果を得て、期末試

学習者

主体の

授業運

営“游”

方式 

（Focus 

on Form） 

旧来の

知識伝

授型 

（Focus 

on 

Forms） 



験の成績向上を実現した学生も出る等、授

業内学習、授業外学習を連結し、定期試験

で成果を獲得するカリキュラム制度に即

した教育改善効果が検証された。学生、教

員アンケートでも到達度テストが学習者

の学習意欲の向上、教員の教育意欲への刺

激が大きい点が高く評価された。本報告書

雑誌論文①参照。 
表 3  到達度テストと期末試験  

     

表 4 クラス A、B の平均点の比較（後期試験）     

 

③誤答分析：「到達度テスト」、授業準拠演
習問題の語順問題、穴埋め問題の自動採点
結果から、間違えた箇所の集計をとり、傾
向を調べ、学生、教師に履歴結果、アドバ
イス等を閲覧できる「誤答分析機能」を開
発した。これにより正解率による判定とい
う量的分析に加えて、学習者の誤答の内容
に基づく教育課題を検討することが可能
となった。語順問題では、i)間違えた語の
位置と正しい位置をとり、それぞれの間違
い回数をカウントする。ⅱ）よく間違える
ポイント（ex.3 番目に来るべき語が、4 番
目に来る間違いが多い等）をデータとして
与え、その間違い回数をカウントする。穴
埋め問題では、i)授業準拠自動生成問題は、
ポイントデータがない場合は、問題ごと、
各正答に対し、間違えた回数をカウントす
る。ii)正答に対して、間違いの多いポイ
ントデータで指定した語と間違えた回数
を指定する。ⅲ)四択問題は、各誤答をカ
ウントする。以下に第 3回「到達度テスト」
誤答分析からの考察結果の一部を記す。 

 表 5  間違いの多い例 

 

表 5から、異なる文型に対しても、主語の

後に動詞を置くという共通した誤答が見

られる。「主語の後に動詞」を置くという

固定観念が、文法理解の基本となる思考基

盤にいかに根強く意識されているかを発

見し、教授法として「前から修飾」よりも

「主語の後に動詞を置くとは限らない」こ

とを強調する必要性を新たに認識した。 

表 6 誤答分析から見た空所の間違いの多い例 

 

表 6 には、動作動詞が細く分かれる中国語

の特徴（跨って乗る、座って乗るの使い分け）、

日本語で助詞「～に」に一括される前置詞の

使い分け（～に電話をかける・連絡する）等

が示されている。また基礎段階では、意志の

否定“不”と事実の否定“没”の混同による

間違いも多い。誤答理由を考察し、テスト問

題の解説として、明快な正解指導ができる。

詳細は本報告書学会発表①参照。 

（３）最終成果物の評価 

①自己評価：学習活動を重視する授業運営と、

学習状況に基づき、習得度向上を目指す「到

達度テスト」、「誤答分析」の実現により、授

業から単位習得までを緊密に連係し、学習時

間を量的、質的に拡充し、自律的な学習主体

の創出と学習者と教師の相互啓発による双

方向性教育を生み出した。これにより、教師

は、経験値に頼りがちであった習得度を、学

習者の発する学習情報（学習履歴）から数値

で認知し、個々の学習者には、個人差に適し

た明快な指導、クラス全体に対しては、総合

的な教育指導を、随時、的確、簡便に提示で

きるようになった。変化する教育状況をきめ

細かく、動的に認知しながら、個別状況に密

着した指導を、時差の少ない形で、提供でき

る教育効果、補助効果は大きい。更に、シス

テムに蓄積される学習情報は、誤答分析の実

現により、正解率による量的分析から、中間

言語の考察を可能とする質的分析に発展し

た。これにより、問題の作成、 教材、教授

法の進化を図る教育基盤となる情報が持続

的に蓄積される。学習者、教師、システム、

それぞれが 現在の学習、教育の課題に実践

的、即時的な効果を挙げつつ、その効果の内

に、“次”の教育、学習段階への契機を育ん

でいる。現在の教育と今後の教育との連係、

自律的な進化への契機を内在化している点

に、本研究がもつ独自性、先駆的な意義、成

果を見出すことができる。 

②学術評価・海外での評価：本研究の考察、

分析成果による論文は、二度にわたり学術賞

を受賞し（雑誌論文②、⑦）、国内外の学会

発表により、高い評価を得て、他大学、韓国

等での使用が確認されている。また、欧米圏

からは、現在の日本語版に対して英語版の展

開が強く求められている。 

（４）課題 

最終成果として構築した「到達度テスト」と



「誤答分析」は、簡便なシステム運用によ

る利用が可能であり、中国語基礎教育の展

開に意義ある役割を果たすものと評価さ

れる。しかし、筆記試験に比べ、自動生成、

自動採点による問題生成は、提出できる問

題に制約がある。特に、初級学習後半では、

語彙の用法、構文形式などが複雑になり、

高い理解度が求められる。今後、現在の水

準を基盤に、より高度の問題生成と判定を

実現できる教育法、教育学術システムの構

築に向けて、研究活動を更に進化、発展さ

せていきたい。 
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